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リチャード・L・ウィルソン／ FD主任

　世界中のアカデミックな共同体が、より優れた競争力、コストパフォーマンス、そして個人の説明責任など
を視野に、それぞれのキャリア構造を見直す動きが起こっている。大学の内外で議論の中心となっているのが
テニュアの問題である。テニュア制度を中傷する人もいないわけではないが、少なくとも「トラック」を無事
に走り抜けることのできる候補者を選抜するテニュア制度が、より高い生産性をもたらすことを否定するのは
難しいだろう。さらに、ヨーロッパやアジアの最も革新的な大学がアメリカ式のテニュア制度を導入しはじめ
ていることが、この制度の有用性を証拠立てている。だがテニュア制度の導入を考えるのなら、まずはそのプ
ラス面とマイナス面を充分に議論した上で、それぞれの大学にふさわしい形を選ぶ必要がある。このことを念
頭において、今回の FDニュースレターではテニュアを特集した。毛利勝彦教授は、テニュア・トラックの成
果を公平に評価する手段として「コントリビューション・ユニット」という大胆な案を展開している。教育面
の成果を測ることの難しさと、それゆえの重要性に注目したヘザー・モンゴメリー准教授は、何かと悪い評判
がつきまとう計量的な調査の代わりに、継続的な、あるいは「形成的」な審査を取り入れることを提案している。
久保謙哉教授は、自然科学の分野ならではのテニュア・トラックを取り巻く状況があるということに気づかせ
てくれる。私自身のエッセイでは、世界のテニュア制度の現状を報告すると共に、自己反省的な教員のポートフォ
リオを作成することで、多くの大学で行われているような、煩雑で一方的な、アウトプット重視の審査を革新
する可能性について論じた。これらのさまざまな視点が、ICU内外でのテニュア制度に関する議論を豊かなも
のにすることを願っている。
　また、慣例に従って、新任の同僚たちには本誌で自己紹介をしてもらった。この場を借りて、彼らを心から
歓迎したい。

今日のアカデミアにおけるテニュア
リチャード・L・ウィルソン／ FD主任

はじめに
　簡単に言えば、テニュアとは大学教授の職を保全す
るための制度である。テニュアの取得は、すなわち定
年まで教職が保証されることを意味する。通常、テニュ
アは専任として職についてから数年間にわたる、厳し
い選考過程の結果として与えられる。テニュアは公平
で、透明性の高い、魅力的なキャリアをもたらすもの
と考えられており、それは高等教育の質を保持するた
めにも重要なものである。テニュアを得る教員は同僚
たちのなかにあってその立場を約束され、その地位を
目指して教員同士の競争が起これば、大学自体も競争
力を持つことになる。他方、テニュア制度は静止状態
にあるのではなく、人口統計や経済状況、大学におけ

る教育の概念などを反映している。本稿ではテニュア
に関するプロセスを紹介しながら、アメリカの場合と
その他の国々の場合を比較し、最後に典型的なテニュ
アのモデルの長所と短所について考察したい。

テニュアのプロセスとは何か
　アメリカにおけるテニュアのプロセスは普遍的なも
のではないし、それを批判する人も少なくないが、こ
こではプロセスを説明するためのモデルとして取り上
げたい。「テニュア・トラック」教員として大学に雇わ
れた研究者は、審査期間（通常 6-7 年）を勤め上げた
後にテニュアを申請することができる。習慣として、

（日本語訳：FDオフィス担当）
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大学は新任教員たちに対して、どのような実績を積め
ばテニュアが得られるかについて説明を行う。大学の
審査基準はそれぞれの大学が掲げる使命によって異な
るが、たいてい最も重要になるのは出版された研究業
績である。したがって多くの大学は、新任教員に対す
るサポート（受け持ち科目の減免、研究休暇、研究費
など）を通して、審査期間の研究が円滑に進むように
気を配る。とくに「研究型大学」の場合はその傾向が
強い。多くの大学では中間報告の義務があり、これを
通過すれば、その地位を保持することができる。いず
れにせよ、テニュア候補の教員は審査期間に相当の業
績を積む必要があり、それらの成果―例えば著書や論
文、あるいは分野によっては研究補助金などの受給記
録―を「ドシエ」にまとめ、学科や学部、大学に提出
しなければならない。
　これを終えると、もう候補者にできることは何もな
い。内部決定（主に学科単位）の対象となった候補者
の研究成果は、独立した外部の審査員からなるチーム
によって「査読」を受ける（査読者と候補者はお互い
の素性を知らされず、査読者は秘密保持契約に署名す
る）。一般的に、候補者自身が査読者の何名かを推薦す
るが、それ以外の査読者は大学が選出する（誰が実際
の査読者に選ばれたかは明かされない）。査読の結果が
出ると、大学はそれを全学に関わる委員会に諮り、授
業やサービス面での実績と合わせて考慮する。永年に
わたり積極的な研究者、教育者であり続けることが予
想される候補者のみにテニュアが授けられるよう、細
心の注意が払われる。候補者には様々な形で、審査期
間の延長や、退職までの猶予が与えられるが、基本的
には設定された期間のなかで、「選ばれなければやめる」
というのがこのモデルの現実である。候補者が納得し
ない場合に備えて、ほとんどの大学には不服申し立て
の制度がある。
　テニュア取得の達成率は、アメリカ国内の大学間で
も大きく異なるのでデータの解釈には注意を要する
が、2006 年に 10 の大規模な研究型大学を対象に行わ
れた調査では 53 パーセントという結果が出ている。
対象となったのはフロリダ大学、イリノイ大学、アイ
オワ大学、メリーランド大学、ミシガン大学、ノース
ウェスタン大学、ペンシルベニア州立大学、ピッツバー
グ大学、ラトガース大学、ウィスコンシン大学である
（Dooris and Guidos, “Tenure Achievement Rates at Research 

Universities”, Annual Forum of the Association for Institutional 
Research, May 2006）。

教育対研究：テニュア決定の決め手となるもの
　「研究型大学」でのテニュアは、伝統的に学究的な成
果に明確に基づくものである。ここには論文や著書、
科学研究プログラムの完遂とその成果報告などが含ま
れる。成果は高度に専門化された知的基準に即して判
断される。対して教育やサービス面に関する審査はか
なり緩やかである。
　他方、リベラルアーツ大学では、テニュアの基準と
して教育に重きを置くことが多い。4年制のリベラル
アーツの学部長を対象に行った1998年の調査では、実
に97％の学部長が、採用の主な判断材料は教育であっ
たと答えている。次いで学生へのアドヴァイジングが
64％、委員会での実績が58％、そして研究が40％であっ
た（Peter Seldin, “How Colleges Evaluate Teaching 1988 vs. 
1998,” 50 AAHE Bulletin p. 6 [March 1998]）。また同じ調
査では、教育面でのパフォーマンスを評価するための
主な材料として、TES方式の学生からの評価が利用さ
れていることが明らかになった（88％）。しかし、こ
れらの評価を重要視しすぎることについては、多くの
オブザーバーから批判が出ている。評価の内容が、あ
まりに一般的すぎるからである。評価基準は、目的に
合わせて設定されたものでなければならない。批判者
たちは、そこに査読や自己分析などの要素も付け加え
るべきだとしている（1998年の調査では、これらの評
価基準はあまり重要視されておらず、それぞれ40％と
59％であった）。
　リベラルアーツ大学のもう一つの問題は、よい教育
を目指すと標榜しておきながら、結局は研究型大学に
おけるテニュア決定の規範を真似てしまい、専門性の
高い研究の量的な成果に目を向けてしまう、というこ
とである。もし研究成果を重要な要素として残してお
きたいのなら、「リベラルアーツの使命に関わる（教育
目的以外の）研究」という範疇を設けてはどうであろ
うか。これは、スワースモア大学の「リベラルアーツ
教員を育てる」と題した報告書での表現である。

 リベラルアーツ大学は、自らの知識の基礎を広げ
たり、離れた分野の知識を結びつけたり、キャン
パスやアカデミアという領域を越えて研究を行っ
たりした教員に報いるべきである。われわれ自身
が狭小な専門性にばかり目を向けていて、どうし
て学生たちに全体的な知識の構造に関心を払うよ
うに説くことができるだろうか。学生たちが様々
な分野の授業で単位を取らなければならないのな
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ら、われわれもそうであるべきだ。  （http://www.
swarthmore.edu/SocSci/tburke1/building.html）

　言い換えれば、筆者はリベラルアーツ教育への貢献
を反映するような、橋渡し的な研究を構想しているの
である。

世界の大学に見るテニュアの現状
　アメリカでは、戦後から 1970 年代まで、テニュア
によって得られる地位が大学での雇用の中核をなして
いた。しかし冷戦の終結と、各州の教育関連の予算削
減が、大学の財政状態を窮地に追い込んだ。コスト削
減となるとまず目をつけられるのは人件費である。テ
ニュアを取得していない教員は、テニュアを保持する
教員よりも安価に雇用できる。1970年代半ばのピーク
時には60％の教員がフルタイムの専任だったが、現在
のアメリカの大学教授でテニュアを与えられているの
はわずか30％前後である（University World News, March 
2009; 表も参照）。言うまでもなく、大学教員の過半数
はもはやテニュアを持っていないということである。
　イギリスでは、1987年まで従来通りのテニュアが与
えられていたが、以後は「ハード」なもの（実質的に、
教員を退職させることは不可能）から「ソフト」なも
の（財政状況に応じて教員の雇用を解くことができる）
へと変容を遂げた。雇用はより不安定なものになっ
た。一般的な傾向としては、最も優秀な候補者には長
期の契約が提示されるが、これは以前のテニュアのよ
うに終身雇用を保証するものではない。その上、この
ような契約を結んでいる教員は、大規模な研究型大学
では 30％以下である（Kim, T., “Transnational Academic 
Ability, Knowledge, and Identity Capital,” in Kenway and 
Fahey (eds), Discourse Journal: Studies in the Cultural Politics 
of Education, special issue 31(5). October  2010）。長期雇用
が減るその裏では、期限つきの契約や非常勤が増えて
いる。期限つきの契約を結ぶ教員は 1994年には 39％
だったが、2003 年には 44.8％になっている。非常勤
の教員は1995年には 12％だったのに対し、2002年に
は 18％近くに上っている（Court, 1998; Robinson, 2005, 
quoted in “Back to the Future? The Academic Professions in 
the 21st Century,” p. 136, in Centre for Educational Research 
and Innovation (OECD), ed., Higher Education to 2030）。
　ヨーロッパ大陸では、上役の教授の下で「アカデミッ
ク・アシスタント」を最大で10年ほど勤め、その後に

終身の教授資格を得るという、ドイツの「ハビリテー
ション」と呼ばれる伝統的なモデルが存在する。また
スペインやイタリア、フランスでは教員は公務員と同
等であり、非常に厳しい審査を通過すれば、比較的早
い段階で終身雇用を得ることができる。またドイツで
は新たに「下級教授（juniorprofessoren）と呼ばれる肩
書きが導入されたが、この役職は比較的負担が軽く、
アメリカで言えばテニュア・トラックの准教授に相当
する（ただしドイツではテニュアを決定する試験は存
在しない。候補者は下級教授として6年間勤めたあと、
終身教授の地位に応募することができる）。
　アジアの教育機関も、やはり終身雇用のモデルから
遠ざかる兆候を見せている。中国では2004年以降、北
京大学の主導で公立大学の改革が加速している。終身
雇用は打ち切られ、テニュアは正教授のみに与えられ
る。准教授以下では、契約は最長で12年となっている。
これらの候補者は昇進にふさわしい実績を残せなけれ
ば、満了と同時に契約を打ち切られる。多くの契約は
短期で、出版などに関する厳しいノルマも課せられて
いる（http://www.nottingham.ac.uk/cpi/documents/discussion-
papers/discussion-paper-43-education-li-whalley.pdf 参照）。
韓国でも、やはり終身のテニュア制度は複数年限りの
契約に席巻されつつあるが、韓国科学技術院（KAIST）
やソウル大学校など一部の機関では、アメリカ式の査
読型テニュア審査を採用している。
　日本では1990年代に入って、それまでの伝統的な終
身雇用が批判にさらされることになった。1997年の大
学教員任期制法の施行により、大学は労働基準法に違
反することなく、教員と期限つきの契約を結ぶことが
できるようになった。期限つきの雇用を促進するため、
文科省は「科学技術振興調整費」を捻出し、最大で
4000人分の期限つき教員の人件費を援助することを大
学側に持ちかけた。この戦略は成功したようで、現在
では雇用の過半数が期限つきとなっている（表を参照）。
なお、文科省はわずかながらテニュア・トラックの教
員のための助成制度も設けており、2006年以降、一部
の大学に対し科学と技術の分野における若い研究者を
雇用するよう促している。実際には 2006 年から 2010
年にかけて、544人の雇用に対して助成金が出ている
（Shino Inamata, “Expansion of the Tenure Track System,” from 

Competing for Young Academic Talent: Tenure Track as Best 
Career Track? Japan and Germany in Comparison, Deutsche 
Forschungsgemeinschaft symposium, April 26, 2012）。
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テニュア制度の利点と責任
　アカデミアにおける期限つきの雇用が増えつつある
世界的な傾向を目の当たりにして、私たちはテニュア
制度の利点を再評価する必要に迫られている。第一
に、テニュアは、アカデミックな自由を保証するもの
と考えられる。教員は雇用を保証されることで、プレッ
シャーを感じずに、自由に知識を追求することができ
る。第二に、テニュアに向けての競争は、より優れた
研究を目指すモチベーションとなり、癒着やコネの蔓
延を防ぐ手段となる。第三に、査読を通過したという
事実は、教員にとって誇りとなる。第四に、テニュア
を与えられた教員は大学に忠誠心を抱き、よりよい大
学作りに尽力する。第五に、テニュアを与えられた教

員は人材として安定しているので、大学行政の円滑化
に有益である。第六に、テニュアを与えられた教員は、
大学の品質管理の中核を担う。自分の職が失われる恐
れがあれば、保身のため能力のない人材を採用する可
能性も高まるので、長期に在職する教員がいなければ、
新任教員の研究を正当に評価することは難しくなる。
これは第七の点にも関係している。安定した職に就い
ている教員は様々な意味で安定しており、信念を持っ
て職業上の責任に向き合うことができるのである。
　一方でテニュア制度に対する批判も、同じだけ挙げ
ることができるであろう。第一に、地位が安定すると、
生産性の下がる恐れがある（これは米英の政策関係者

Tables from Futao Huang, “The Academic Profession in Japan: Major Characteristics and New Changes,” in Hiroshima 
University, COE Publication Series 20 (2006), pp. 204-5. 
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ICUコントリビューション・ユニット（ICU s）の提案
毛利　勝彦／政治学・国際関係学デパートメント

がよく述べる意見である）。第二に、理論や技術が短期
間で進展してゆく現代においては、多くの終身教員の
専門分野そのものが時代遅れになりかねず、そうなれ
ば大学自体の発展も阻害されることになる。第三に、
出版実績をあまりに強く求める（「出版か死か」）と、
教室での授業がおざなりになる可能性がある。そもそ
も、研究能力と教育能力が比例するという考え方には
疑問の声も多い。第四には、内輪での政治的行為の蔓
延がある。テニュアの候補者はテニュア保持者に気を
遣ってしまい、逆らいがたい政治的雰囲気を生む。第
五に、テニュア制度のある大学は二層構造になってし
まう。テニュアのない教員は大学の活動や管理のプロ
セスから隔離され、自分たちは二軍だという意識を持
つことになる。第六に、テニュア決定のプロセス自体が、
大学行政にとっては大きな負担である。第七に、テニュ
アを持つ教員は大学の運営に非協力的な傾向がある。

結論
　多様でこそあれ、アカデミックなキャリアの構造は
伝統的に 2つの段階からなっている。期間を限られた
新任の審査期間の段階と、長期あるいは終身の保証さ
れた段階である。期限つきのケースが増えつつあると

いう世界的な傾向を見ると、問題となるのは後者の段
階をいかに残して行くかということである。テニュア
制度の正当性を証明する責任は、それを認可する経営
陣や教員たちの肩に重くのしかかっている。ほとんど
の人は、雇用が保障されていることは望ましいことで
あると考えるだろう。ただ、熟考を要するのはそのプ
ロセスである。それが公平で、透明性のあるものであ
るならば、テニュアのプロセスは擁護することができ
る。テニュアを得た教授たちが大学の使命遂行に貢献
し、充分な研究も行っているなら、やはりテニュアの
プロセスは擁護することができる。だがテニュアを得
た教授たちが自己や外部からの評価に耐えきれないよ
うなら、このプロセスは擁護できない。あくまで導入
のために書かれた本稿では語りきれないことだが、ア
カデミックな分野におけるキャリア構造は高等教育そ
のものの変遷も視野に入れる必要があり、知識やコミュ
ニケーションの在り方をも考慮しなければならない。
あらゆるアカデミックな共同体は、それぞれ適切なキャ
リア構造を目指して、その評価と議論に時間を割くべ
きなのである。

（日本語訳：FDオフィス担当）

　現在、教授会評議会に設置されたテニュア制度検討
特別委員会の委員を務めているが、テニュア制度を刷
新するためには、これと連動する現行の教員採用制度
についても改革を行う必要がある。テニュア制度は若
手教員がプロフェッショナルとして高度な業績（研究、
教育、行政）を挙げることを奨励する、公平で透明性
の高いものでなければならない。にもかかわらず、現
行制度はしばしばそれを阻害してしまっている。その
矛盾は、日本人と外国人の教員に対する2通りのテニュ
ア制度と相まって複雑化している。

　大学行政の政策決定者は、人事制度とテニュア制度

の双方において ICUのミッションを統合的に達成す
る、日本人と外国人の教員に共通する制度を採用すべ
きである。それを促す１つの方法として、ICUコント
リビューション・ユニット（ICUs）制度を導入し、教
員の業績パフォーマンスを可視化することで、テニュ
ア評価のみならず、昇進および研究休暇の優先権など
インセンティブを与えながら ICUコミュニティへの貢
献を効果的に導き出すことを提案したい。

　まず、現行の教員任用制度を下記のように改めるこ
とを前提条件とする。
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　教育面の業績（草案）
　卒業論文指導：1（アドヴァイジー1人当たり）
　修士論文指導：1.5（アドヴァイジー1人当たり）
　修士論文副指導：0.5（アドヴァイジー1人当たり）
　博士論文指導：2（アドヴァイジー1人当たり）
　博士論文副指導：1（アドヴァイジー1人当たり）
　メジャー・アドヴァイザー：1（1年当たり。学期ご
とに1/3ポイント）
　サービス・ラーニング・アドヴァイザー：0.5（アドヴァ
イジー1人当たり）
　教育実習アドヴァザー：0.5（アドヴァイジー1人当
たり）

注：現行の授業効果調査（TES）は教育業績に反映し
ないことが教授会で合意されているが、より良い
教育貢献を奨励するためには、TESの活用方法も
見直す必要がある。

　行政面の業績（草案）
　教授会議長・教授会評議会議長：2
　教授会評議会評議員：1
　教授会常任委員会委員長・委員 :１
　全学委員会委員長・委員：1

注：その他の臨時の委員会などについては、学務副学
長がその都度ポイントを決定・公表し、適宜見直
しを行う。デパートメント長やメジャー・コーデ
ィネーターのように手当が発生する地位に関して
は CVの文面に盛り込むことで評価の対象とする
が、ICUポイントの対象には含めない。

　上記のポイント配分に関する草案は、今後の議論の
ための叩き台に過ぎない。内外のリベラルアーツ大学
の制度も参考にしながら、ICUにふさわしい方法を確
立する必要がある。新制度に切り替えることの利点と
しては、業績評価がより透明化すること、異なる待遇
で異なる時期に任用された教員間の公平性が保てるこ
と、そしてとりわけ若手教員に ICUコミュニティへの
貢献をインセンティブをもって促すことである。

（日本語訳：FDオフィス担当）

（現行の専任教員の規程）
　教授 ̶ 上級准教授 ̶ 准教授 ̶ 講師 ̶ 助教

（改訂案）
　教授 ̶ 准教授 ̶ 助教
  1. 既に規程化されている助教を教育職員として実際

に運用する。助教の地位は 5年間のテニュア・ト
ラック・ポジションとして位置づける一方、准教
授と教授はテニュア・ポジションとする。

  2. 今後上級准教授と講師の任用は行わず、現在の上
級准教授と講師すべてが昇任や退職となった時点
で上級准教授と講師を廃止する。

　以上の改訂を行うことで、ICUだけに存在する「ガ
ラパゴス症候群」が解消され、日本や世界で標準化し
ている制度と調和するので専任教員採用が改善する。

　第二に、上記の改訂を前提としたうえで、ICUs構想
の骨子を示したい。それぞれの業績に配分されるポイ
ントについては、教授会評議会に設置されるべき別の
特別委員会で検討し、教授会その他の行政会議で承認
を得る必要がある。

　研究業績（草案）
　学術書（単著）：2
　学術書（共著）：1
　学術書（編著）：0.75
　学術書（共編著）：0.5
　国際的に認知された学術誌に発表した査読論文
　（単著）：2
　国際的に認知された学術誌に発表した査読論文
　（共著）：1
　学術誌に発表した査読論文（単著）：1
　学術誌に発表した査読論文（共著）：0.5
　その他査読のない学術誌論文：0.25

注： 特定の分野における学術誌のインパクト・ファク
ターなど、発表媒体の重要性についても教授会評
議会委員会で検討する。
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　「馬鹿な質問だと思われるかもしれませんが…でもテ
ニュアをいただいたので、思い切ってお尋ねします！」
これは私が最近参加したある会議で出された質問であ
る。少なくともアメリカでは、テニュアはいつも皆の
頭の片隅にある問題だ。（付け足しておくが、引用した
質問は、このあと非常に重要な、深みのある質問へと
結びついたのである…）

　テニュアの手続きを特集するこのFDニュースレター
への寄稿を依頼されたとき、実は私もその問題につい
て考えていたのだ。この数ヶ月というもの、様々な会
議のコーヒーブレークや食事会、懇親会などの場で、
いろいろな人に勤め先のテニュアの状況を訊いてま
わっていたのである。

　アメリカでは、いわゆる「テニュア・トラック」の
職を得た教員はまず助教に任用され、その数年後、優
秀な候補者になれていれば、テニュアを獲得すると同
時に准教授へと昇進する。選ばれなかった候補者は、1
年ほど契約を延長することはしばしば可能であるもの
の、基本的には別の大学へ移り、テニュア・トラック
を一からやり直さなければならない。この場合、たい
ていはテニュア・トラックの期間がすこし短縮される
ようである。ほとんどの大学では、テニュアに向けて
の評価は研究、教育、サービスの各要素を合わせて行う。
この大まかな事実から一歩踏み込んでしまうと、正確
にはどのように評価を行っているのかという点は、た
いてい曖昧である。私が行った非公式の調査によれば、
サービス面での貢献というのはほとんど問題にならな
いようだ。むしろ年長の教員たちは、まだテニュア・
トラックを終えていない教員が最低限の委員会などの
仕事をこなすだけですむように調整してやることに責
任を感じているようだ。しかし、研究と教育のほうは、
ほとんどの場合でテニュア取得の要となっている。傾
向から察すると、大きな研究型大学では研究がより重
要であり、小さなリベラルアーツ大学では教育面にも
精査が加えられるようだ。

　というわけで、リベラルアーツ大学につきまとう難
問とは、教育をどのように評価するのか、ということ

になりそうだ。研究を評価することにも難しさはある
が、少なくとも経済学の分野では、学術誌に発表した
論文がテニュア取得の鍵であり、学術誌のランキング
についても、「インパクト・ファクター」を参照すれば
ある程度客観的な判断が可能である。教育に関する業
績を数量化するのはこれよりも難しいだろう。

　もちろん、学生による授業評価というものはある。
しかし教員たちは、授業評価が正確に教育の効率を測
ることができるのか、不安に思うこともある。数量化
の簡単な「選択式」のものは特に疑わしい。いちばん
批判的なのはまだテニュア・トラックの渦中にある教
員たちだが、テニュアを得ている教員たちも、授業評
価は学生が期待する成績を反映していたり、教員の授
業の効率よりも、その教員が面白いかどうかなどが判
断基準になっていたりする可能性を危険視している。

　そしてこのような不安は、データによって裏書きす
ることもできる。文献を概観するだけでも、よい成績
を期待している学生ほど授業への評価が甘くなる傾向
は、かなり歴然としているのである。教員の面白さが
授業評価の高さにつながるという点も同様である。こ
れについては「フォックス博士」と呼ばれる実験があ
り、ある俳優が「医師教育への数学的ゲーム理論の応用」
という無意味な授業をおもしろおかしく行ったところ、
3クラスの学生たちはいずれもこれを高く評価した。

　また、教員にはどうしようもない要素が、授業評価
を大きく左右するという証拠もかなり揃っている。学
生のやる気も大きな要素である。自分のメジャーに関
わる選択科目や、あるいは単なる興味から履修してい
る学生のほうが、メジャーや一般教育の要件を満たす
ために履修している学生よりも、授業を高く評価する
傾向がある。また、やはり教員によって制御不可能な
要素としては、クラスの規模、レベル、課題の量など
がある。ある ICUの専任教員は、ICUの学生は「がん
ばるのが好き」なので、多くの時間を割いた授業の方
を高く評価する傾向がある、と話してくれた。私自身、
ICUで出会った多くのすばらしい学生が非常に勉強好
きであったことを思い出し、これには気持よく納得し

テニュア審査における教育実績の評価
ヘザー・A・モンゴメリー／経済・経営学デパートメント
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た。調査によればこれは他の大学でも同様で、努力家
の学生のほうが授業を高く評価する傾向があるようだ
が、学生が授業を選ぶ際にはさまざまな要素が働くの
で、関係性を明らかにすることは難しいようだ。いず
れにせよ、これまでの研究や調査とその相互関係から
はっきりと言えるのは、テニュア取得に向けて高い授
業評価を必要としている若い教員は、以下のことを心
がけなければならないと言えそうだ。第一に、特別研
究の授業並の課題を課すこと。第二に、授業の変更が
可能な時期に難易度の高い課題を出し、やる気のある
学生だけが残るように仕向けること。第三に、その精
鋭の学生たちに向けて無意味な格言などを発して楽し
ませること。そして第四に、彼らの全員を高く買って
おり、皆に Aを与えるつもりだと匂わせることである。
もちろん授業評価の制度を導入したときは、大学側も
こんな結果を望んでいたわけではないだろう！

　以上のような理由によって、最近では「選択式」の
授業評価でテニュア審査に必要な数量的データを集め
ることから遠ざかるリベラルアーツ大学も増えている
ようだ。私が話をした若手の教員たちは、テニュア審
査が有利に運ぶよう、自分の学生たちが見せた成果を
丹念に記録していた。また別の教員たちは、学会のポ
スター発表で革新的な教育方法について発表を行い、
自分たちのポートフォリオをより魅力的なものにしよ
うと努力していた。行政側は、学生からの評価をより
質的なものにするべく、授業評価を選択式から自由回
答のものに切り替えるという簡単な手段から、過去10
年の卒業生を対象に書面で調査を行ったり、卒業生や
在校生にインタビューを行ったりという包括的な手段
まで、様々な方法を摸索している。

　しかし、質的な授業効果の調査でさえ、やはり疑わ
しいのである。そのような調査を行っている大学でテ
ニュアを得ているある教員は、それを審査に利用する
ことの価値を否定した上でこう言った。「だって彼らは
二十歳だよ。5分で書いた評価だ。」

　では、教育の質を真剣に向上させたいリベラルアー
ツ大学はどうすればいいのか？　簡単な答えは見つか
らなかった。トップレベルのリベラルアーツ大学に見
られる興味深い傾向としては、「形成的評価」への関心
がある。これは授業効果を高めるために、授業を進め
ている教員に継続的にフィードバックを与えるもので、
所定の期間が過ぎた後でまとめて結果を見、評価とテ

ニュア審査の材料にする「要約的評価」とは大きく異
なるものである。私が話を聞いた大学では、この形成
的評価の重要な側面は、学生だけでなく、同僚の教員
たちにも意見を求めるという点だった。例えばいくつ
かの大学では、若手の教員が教えている教室に、他の
デパートメントの教員が抜き打ちで参加し、新任のう
ちから、様々な助言を与えている。これによって、5年
の期間の最後にいきなりテニュア審査で結果を言い渡
すのではなく、新任のうちから教員の潜在能力を引き
出し、有能な教育者に育てるということが可能になる。

　このようなシステムはテニュアを持つ教員たちにあ
る程度の負担を強いることになるが、自分自身でも形
成的評価を行うことは可能である。私は ICUで、それ
を2通りの方法で実験してみた。1つは友人に頼んで授
業に参加してもらい、後でフィードバックをもらう方
法。もう1つはMoodleの「調査」機能を使い、学期の
最初と半ばに学生に匿名で評価をしてもらう方法。ど
ちらの実験も目覚ましいもので、実際、私の授業のス
タイルにも変化が生じたと思う。しかしMoodleを使っ
た調査では、このような電子媒体の調査につきものの
問題も起こった。授業中に時間をつくり、学生たちを
コンピューターの前に座らせたにもかかわらず、約半
数の学生しか調査に参加してくれなかったのである。
したがって調査の結果が「平均的な学生」の像を浮か
び上がらせたのかはわからないが、それでも私は教員
として成長できたと思っている。今年度の私の個人的
な目標は、FDオフィスのサービスを利用して自分の授
業を録画し、それを自分で見るということである。

　アメリカのトップレベルのリベラルアーツ大学でも
う 1つ目についた傾向は、教育への「妥当性」への関
心が高まっているという点である。つまり、他のデパー
トメントの、授業の内容もクラスの規模も異なる教員
の意見から「相対的な授業効果」を導き出すよりも、
一定の基準に基づいた、優れた授業が行われているか、
ということが注目されつつある。テニュア・トラック
の渦中にある若い教員は、授業評価に関しては競争を
勝ち抜く自信がないかもしれないが、大学側と教員た
ちの協力があれば、良質の授業を行うことができるだ
ろう。そしてそれによって、教育者としての使命を満
たすべく生涯にわたって続く旅の、たしかな礎を築く
ことができるのである。

（日本語訳：FDオフィス担当）
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る。ただし自然科学系の論文の雑誌掲載またはそれに
先立つ web公開は、早ければ投稿後1ヶ月以内、遅く
とも 1年程度なので、移動後の業績かどうかの判断は
それほど困難ではない。以上を勘案すると実験系の自
然科学研究者のテニュア審査は５年前後が目安であろ
う。ただし、2013年 4月から施行される労働契約法の
改正により、雇用期間が決められている有期契約労働
者は、雇用が５年を超えたときには本人の希望があれ
ば雇用期間の定めのない職員として採用しなければな
らないらしい。もしテニュア審査が５年目となりテニュ
ア取得できないと、その後は短期間の雇用となるので
あろうが、そのような場合での法律との整合性につい
て識者の意見を聞きたい。

　自然科学系に限らないことではあろうが、研究分野
の細分化と深化によって同じメジャー内でも同僚の業
績を十分正当に評価できない可能性もある。その場合
には適切な外部評価委員を招聘することも必要である。
その選任の過程についても、公平性と透明性が確保さ
れるような制度設計が求められる。

　今年度から、テニュア所持者が ICUに着任する場合
には、ICUでもテニュア所持者として遇することになっ
ている。したがって「大学が期待する人材であるかど
うか」は人事選考委員会の判断にかかっていることに
なる。もちろんこれまでもそうであったが、選考委員
会の責は非常に重い。またテニュア審査と関連して、
採用時のポジションや昇任についての基準の透明性が
求められるが、ICUのような多彩な学問分野が共存し
ている場所で、研究成果に関して統一的な基準をつく
ることは困難である。ガイドラインを設定した上で個々
の場合の判断となるであろう。

　ICUのテニュア制が日本人教員と非日本人教員とで
異なっていることは、つとに問題とされてきた事柄で
あり、早急に対処すべき問題である。テニュア制が普
及しているアメリカに倣うことが必要とは限らないが、
大学教員の地位を保証することも重要であるし、大学
の期待する人材を雇用することも必要である。日本国
内での大学教員の地位に関する考え方もテニュア制を
採り入れる方向に向かっている。ICUも日本人教員に
対してテニュア制を導入するとともに、これまでのテ
ニュア制の精査と必要な改善を行うべきである。全教
員にあてはまる教育や大学運営についてはここではふ
れず、主として実験を主体とする自然科学系における
研究とテニュア制について述べる。

　実験系の自然科学系の研究では、実験室の整備から
実験装置の設置調整その他必要な機器の確保、つまり
研究室の立ちあげから始めることになる。オフィスの
数倍の面積の部屋に研究課題に適した形の実験机やド
ラフト、物品棚、必要な電気設備や水道、ガス、下水、
排気装置の設置など費用と時間を必要とする。たとえ
ば文部科学省が推進するテニュア・トラック普及事業
ではテニュア・トラック教員のための研究費を提供す
ることが期待されている。繊細な実験装置では、移動
前の状態に復帰するのに2、3年を要することも珍しく
なく、その間に研究室で研究する学生や研究者は、機
器の調整をしつつもそれを主目的としては使わないよ
うな研究テーマに従事することになる。

　このように、実験系では研究環境整備が必須なこと
を考慮して十分な研究支援を行い、また移動後短期間
では新研究室としての業績が出せないことを勘案して
テニュア審査までの期間を合理的に設定する必要があ

 大学教員のテニュア　ー自然科学系の場合ー
久保　謙哉／物質科学デパートメント
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いうことがわかるようになっている。ポートフォリオ
のなかで、候補者は職業哲学を論じてもいいし、方法
論や、巨視的な目標を掲げてもいい。重要なのは、専
門分野を異にする人間にもわかりやすい文章で記すこ
とだ。

アカデミック・ポートフォリオの一例
　セルディン教授は2009年に東京で APに関するレク
チャーを行っている。以下のポートフォリオのサンプ
ル概要は、その際の発表に基づいている。セルディン
が繰り返し述べた言葉は、「自己反省」、「慎重な選定で
あって、徹底した選定ではない」、「データよりも実績
の質と重要性」、「非専門家でも理解できること」であっ
た。APの文書は時系列に沿って作成する。テニュア・
トラックの開始から記され、定期的に、指導的立場に
ある上司と内容について話し合う。最後に、テニュア
決定の委員会にドシエの中心部分として提出され、重
要な判断材料となる。APの模範的なページ数はセル
ディンのテンプレートから借用した。この方法を使え
ば、テニュア候補者は画家が絵の具を足したり、塗り
つぶしたりするように、時間をかけてポートフォリオ
に改変を加えることができる。こうして完成する「作
品」は慌てて切り貼りされた文献リストや日付の羅列
ではなく、長い時間と労力をかけた結晶であり、テニュ
アへ向けたプロセスそのものの記録となる。

　前書き（半ページ）
 職業上の哲学、目標など     
　教育について（5-6ページ）
 担当科目
 カリキュラムの変遷
 シラバス見本（抄録）
 授業評価の一例
 教育の向上（上記と関連づけることが望ましい）
　研究について（5-6ページ）
 研究の性質
 研究の重要性（査読者の意見などを含む）

はじめに
　テニュア・トラックに関するプロセスを経験した大
学教員なら、ほとんどが口を揃えて、それが実に面倒
なものだったと言うであろう。質の高い研究実績を積
み上げながら授業にも力を注ぐことの難しさを抜きに
しても、テニュアの候補者は気まぐれとも思える人事
異動に直面しなければならない。どのように候補者が
選別されているのかという点には、しばしば曖昧さが
つきまとう。さらに、プロセスの渦中にある候補者は、
自分の研究や授業のスタイルについて説明する機会を
ほとんど与えられない。それは提出した実績が「自ず
から語る」ものと考えられており、そこに包括的な文
脈を与えたり、口頭での説明を加えることはまずでき
ない。一方、審査を行う側の上級教員と大学行政も、
昇任とテニュア候補者の選別にはひどく気を遣う。ど
のケースもそれぞれに異なっているので、公平な決断
は難しい。さらに超専門化の時代にあって、その分野
の外にいる人間にとっては、なおさら判断が難しくなっ
ている。以上のような状況にあって、候補者の資質を
評価するという作業は、誰にとっても楽なものではな
く、あたかも地雷原を歩くようなものである。

アカデミック・ポートフォリオ
　アカデミック・ポートフォリオ（AP）は、選考の有
効性を保ったまま、候補者と審査員双方の緊張を和ら
げるための方策のひとつである。現在ペース大学で経
営学の名誉教授であるピーター・セルディン主導の下、
APは大学教員にも説明責任を求める現代にふさわし
い、繊細で反射的なものへと発展を遂げている。セル
ディンの APとは、教育、研究、そしてサービス面で
の実績を記録する文書なのだが、それは無味乾燥なリ
ストではなく、自照的なプロセスである。一覧になっ
ているのは重要な職業的業績であるが、焦点を当られ
ているのはその業績が「なぜ」有意義で、「どのように」
達成されたか、という側面である。時系列に沿って記
載するため、その記録はそのまま教員の成長の記録と
もなる。それを見れば、教員たちがいかに自分の弱点
を見つめ、時間をかけてそれらを克服してきたか、と

テニュア・トラックを管理する：
　　　　　　　アカデミック・ポートフォリオについて

リチャード・L・ウィルソン／ FD主任



FD Newsletter  vol. 17, No. 111

題を克服する能力が候補者にあるのかどうか判断する
ことになる。さらにメンターは候補者がテニュアへの
最終審査を受けるための承認をとりつけたり、審査委
員会に候補者を代表して出席することもできる。メン
ターはモチベーションを与える存在、擁護者であると
同時に、候補者と大学の使命や風土を橋渡しする存在
でもある。
　メンター制度をうまく機能させるためには、大学か
らの支持が不可欠である。メンターの質を保つために
定期的にワークショップを実施したり、人事政策を決
定する際にメンター制度を念頭に置いたりということ
が必要になる。後者に関する一例を挙げると、一部の
大学は採用決定通知の文面に大学の制度の一環として
新任教員に対するメンター制度があり、それに協力す
ることも仕事の一部である旨を記している。最後に、
行政側は常に目を光らせ、メンターと候補者の関係が
うまく機能しているか観察する必要がある。

まとめ
　アカデミック・ポートフォリオを利用することで、
テニュア・トラックのプロセスは、研究成果の量的な
アウトプットに基づいた判断ではなく、ある一人のプ
ロフェッショナルの成長過程に注目する個人化された
プロセスになるであろう。メンター制度を利用すれば、
候補者は最初から、第三者による建設的な評価にさら
されることになる。それにより弱点が明らかになり、
それを克服することが可能になる。また規範、そして
潜在的な結果も明らかになる。APは大学の使命や風土
に合わせて改変できるように作られているので、大学
の継続性を阻害することもないのである。

参考文献
Peter Seldin and J. Elizabeth Miller Jossey-Bass, 
The Academic Portfolio （2009）.

（日本語訳：FDオフィス担当）

 重要な実績（著書、論文）
 研究費や重要な助成金など
 学会活動
 重要な口頭発表、活動、展示など
　サービスについて（1-2ページ）
 重要な大学サービス（委員会、タスクフォース
 など）
 上記に関する個人的な貢献
　総合的記述（1-2ページ）
 自らが誇りに思う実績3点
 将来の目標
　付録（6-10ページの一般的な CVをここに添付して
　　　　もよい）

ポートフォリオ作成におけるメンターの役割
　テニュア取得までのプロセスに伴う不安は、メンター
制度によっても軽減することができる。かつてアメリ
カの大学でテニュア候補であった私の個人的な経験か
ら言っても、いちばん大きな助けになったのはメンター
教員―この場合、おなじ学科の上役―の存在であった。
当時、メンター教員との関係はかなりカジュアルなも
のだったが、現在ではそれも組織化され、より複雑に
なっている。メンター教員は候補者に組織の構造や風
土についての理解を促すだけではなく、「制度」に関す
る戦略的な知識を与え、「非公式」なルールについても
説明する必要がある。メンターは候補者に個人的に目
をかけ、励まし、建設的な批判やフィードバックを与
えることができる。
　今日では、利害の衝突を避けるために、メンターが
候補者の所属する以外の学科から選ぶことが多くなっ
ている。その役割も多様である。メンターは候補者の
授業に参加したり、その研究を閲覧する権利もある。
その際、メンターは候補者が新規の授業や大規模なク
ラス、多大な時間を要するサービス面での業務などに
よって、不公平な負担を強いられていないか確認する。
また周期的に候補者のAPを読み、意見を述べることで、
メンターは候補者の成長や資質を目の当たりにし、問


